
平成２６年度事業報告 

 自 平成２６年 ４月 １日 

 至 平成２７年 ３月３１日 

 

平成２４年４月１日、公益法人制度改革のもとで新しく「公益社団法人徳島法人会」としてス

タートし、三年が経過しました。県下六法人会の指導的役割も担って公益法人として公益目的

事業を展開してまいりました。 

法人会は「よき経営者を目指す者の団体」として、会員の積極的な自己啓発を支援し、納税意

識の向上と企業の健全な発展に貢献するという「法人会の基本的指針」に則り、全法連、徳島県

連と一体となり、公益法人として納税意識の高揚、幅広い社会貢献活動と会の組織拡充、会員の

支援事業を積極的に展開しました。 

 「公益社団法人徳島法人会」では、これまでより一層、会員企業、非会員企業を問わず公益事

業にスタンスをとり、地域に根ざす団体として地域企業または地域社会への貢献と健全な発展

に資する活動、自己啓発を図るために研修活動に力を入れて取り組みました。 

   

 

１．税知識の普及と納税意識の高揚を目的とする事業（公益事業） 

 

 １）新設法人へ適正な申告と納税のための小冊子の発送 

   平成２６年１１月１８日 徳島税務署管内の新規設立法人１０７社へ税務知識普及と納税

意識高揚のため、 

・「会社の決算・申告の実務」 

・「会社取引をめぐる税務Ｑ＆Ａ」 

・「源泉所得税実務のポイント」 

・「新設法人のための会社の税金ガイドブック」         

を発送し、適正な申告と納税を促した。 

 

２）決算期別研修会  

開催日 会 場 講 師 出席者数 

  ６． ４ あわぎんホール 徳島税務署担当官 １９名 

  ９．１２ あわぎんホール  徳島税務署担当官 ３３名 

１２． ５ あわぎんホール 徳島税務署担当官 ２０名 

  ２．２６ あわぎんホール 徳島税務署担当官 ６３名 

 

３）源泉所得税講座  

開催日 会 場 講 師 出席者数 

６．１７ あわぎんホール 徳島税務署担当官 約１９０名 

 

４）年末調整説明会  

開催日 会 場 講 師 出席者数 

１１． ４ あわぎんホール 徳島税務署担当官 約２５０名 

 

 



５）青年部会・女性部会税務研修会  

 青年部会 

開催日 会議名 会 場 講 師 出席者数 

５． ８ 会員交流会議 

研修会 

昴宿よしの 「ホテル業界の最近の動向」       

剣山ホテル(有) 代表取締役社長 森浦 正裕 氏 

２５名 

 

 女性部会 

開催日 会議名 会 場 講 師 出席者数 

２.１０ 研修交流会 阿波観光 

ホテル 

「あなたにも、マイナンバーはじまります」 

徳島税務署 副署長 中之薗 裕司 氏 

「２０１５年 法改正で相続税は、こう変わる！」 

(公社)徳島法人会 専務理事 山田 仁 

３６名 

 

 

６）ブロック研修交流会  

開催日 ブロック 支部 会 場 講 師 出席者数 

１０．８ 

 

 

 

北 方 内町 

渭北 

川内 

応神 

ホテルグラ

ンドパレス

徳島 

税制改正に関する提言等について 

(公社)徳島法人会 専務理事 山田 仁 

「危ない会社の見分け方」 

(株)帝国データバンク 徳島支店 

 支店長 篠原 勝志 氏 

６３名 

１０.２２ 

 

 

 

 

西方Ⅱ 国府 

石井 

 

きよしげ 税制改正に関する提言等について 

(公社)徳島法人会 専務理事 山田 仁 

「ご存知ですか 企業経営者の給料と年金の受

け取り方」 

ひまわり社会保険労務士事務所 

行政書士 金沢 憲治 氏 

３１名 

１０.２４ 南方Ⅰ 新町 

西富田 

徳島南 

グランドホ

テル偕楽園 

消費税法改正等について 

徳島税務署 陶山 豊広 審理専門官 

「暮らしを取り巻く経済いろいろ」 

四国大学短期大学部講師 

 CFP ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ・ﾌﾟﾗﾝﾅｰ 加渡 いづみ 氏 

２５名 

１０.２９ 

 

 

 

西方Ⅰ 佐古 

加茂 

加茂名 

不動 

ホテルサンシ

ャイン徳島ア

ネックス 

消費税法改正等について 

徳島税務署 陶山 豊広 審理専門官 

「今後の日本株式市場の予想と来年から始まる

新しいマーケット」 

徳島合同証券(株) 代表取締役社長 

泊 健一 氏 

３8 名 

１１．１１ 

 

 

 

 

東 方 渭東 

沖洲 

昭和 

津田 

東富田 

白水園 消費税法改正等について 

徳島税務署  藤島 卓 統括官 

「徳島から元気な未来を創ります～あすたむら

んどの集客術」 

(株)ネオビエント 代表取締役  

藍原 理律子 氏 

４１名 



１１.１３ 

 

 

 

南方Ⅱ 小松島 

 

おがわ 「企業の税務コンプライアンス向上のために」 

(公社)徳島法人会 専務理事 山田 仁 

「これからの徳島経済の動向」 

徳島経済研究所 主任研究員 

元木 秀章 氏 

３０名 

１２ １ 南方Ⅲ 勝浦 

上勝 

月ヶ谷温泉 「企業の税務コンプライアンス向上のために」 

(公社)徳島法人会 専務理事 山田 仁 

１７名 

１２．８ 西方Ⅲ 神山 

佐那河内 

神山温泉 「企業の税務コンプライアンス向上のために」 

(公社)徳島法人会 専務理事 山田 仁 

１１名 

 

 

７）「税を考える週間」広報活動  

１１月１１日（火）～１７日（月）ＮＨＫ徳島放送局において公益社団法人徳島法人会の広報 

活動を実施する。税の啓発用ポスターや小冊子、広報紙等 PR 品を掲示・配布し、税について 

の理解と意識啓発を行った。 

 

８）ｅ－Ｔａｘの利用推進についての情宣活動 

研修会・ホームページ・広報紙を通じて、利用促進を呼びかけた。 

    平成２６年度 e-Tax 利用状況           （平成２７年１月３１日） 

徳島法人会 役員企業数及び会員企業数 e-Tax 利用企業数（％） 

役   員 ６２社 ５４社（87.1％） 

青年部会員 ５５社 ４１社（74.5％） 

女性部会員 ６３社 ４７社（74.6％） 

 

９）広報紙並びにホームページによる税情報の発信  

  広報紙「とくしま法人ニュース」（年２回発行２・９月） 

徳島税務署提供の国税に関する情報、税制改正事項、確定申告情報、e-Tax 等の掲載を積極 

的に行うと共に、徳島市役所・県庁へ各２０部配布、広く一般に税に関する情報を提供した。 

 

ホームページ 

研修会、講演会、セミナーの案内を掲載し広く一般に参加の募集を行った。 

また当会の情報公開と広報情宣活動を強化、国税庁・公益財団法人全国法人会総連合・関係 

団体へのリンクによる適宜必要な税に関する情報を提供し、税についての理解と意識啓発を 

促した。 

 

１０）第１８回親子タックスセミナー   

（共催）徳島地区租税教育推進協議会 

平成２６年１２月２０日（土） 文化の森徳島県立２１世紀館 

参加者 小学６年生とその保護者２８組６１名 

日頃なじみの薄い「税」に関する関心を深め、親子で税の意義や役割について理解を深める 

ために実施。午前は津川青年部会員による「租税教室」「税金クイズ大会」の開催、午後より 

「神戸市立須磨海浜水族園」を見学した。    

 

 



１１）租税教室  

開催日 学校名 講 師 児童数 

５．１６ 徳島文理小学校 津川青年部会員 ６５名 

７． ７ 生光学園小学校 森事務局長 ２７名 

７． ８ 高川原小学校 森事務局長 ４０名 

７．３１ 南小松島小学校 山田専務理事、森事務局長 ９１名 

１２． ３ 高原小学校 森事務局長 ２２名 

１２．１９ 川内北小学校 森事務局長 １０５名 

１．１３ 八万小学校 森事務局長 １００名 

１．１３ 宮井小学校 石津青年部副部会長 １５名 

１．１５ 方上小学校 石津青年部副部会長 ３６名 

１．１５ 応神小学校 森事務局長 ２２名 

１．１６ 一宮小学校 森事務局長 １６名 

１．１６ 入田小学校 森事務局長 １４名 

１．１６ 不動中学校 山田専務理事 ４０名 

１．１９ 加茂名小学校 田村青年部会長 ７１名 

１．１９ 渋野小学校 森事務局長 ４４名 

１．２０ 川内南小学校 田村青年部会長 ４３名 

１．２０ 和田島小学校 森事務局長 ４４名 

１．２１ 不動小学校 湯村青年部副部会長 ２２名 

１．２１ 坂野小学校 森事務局長 ２３名 

１．２２ 富田小学校 森事務局長 ４９名 

１．２２ 論田小学校 山田専務理事 ６２名 

１．２３ 加茂名南小学校 湯村青年部副部会長、森事務局長 １０４名 

１．２６ 鳴門教育大学附属小学校 山田専務理事 １１６名 

１．２６ 南井上小学校 田村青年部会長 ７０名 

１．２７ 内町小学校 湯村青年部副部会長 ３６名 

１．２８ 昭和小学校 笠井青年部会員 ６６名 

１．２８ 上八万小学校 湯村青年部副部会長 ５０名 

１．２８ 川内中学校 山田専務理事 １６３名 

１．２９ 八万南小学校 笠井青年部会員 ９２名 

１．３０ 児安小学校 森事務局長 ３３名 

１．３０ 芝田小学校 津川青年部会員 １８名 

２． ２ 大松小学校 森事務局長 ６９名 

２． ３ 徳島中学校 山田専務理事 １６８名 

２． ５ 櫛渕小学校 津川青年部会員  ４名 

２．１３ 北井上小学校 田村青年部会長 ４０名 

２．１７ 千代小学校 森事務局長 ３６名 

         〈 平成２６年度租税教室 ３３小学校 ３中学校  ２，０１６名 〉 

  

 

 

 



１２）小学生の税についての作文募集  

 （共催）徳島県、（後援）徳島地区租税教育推進協議会・（一社）徳島県法人会連合会 

   租税教育の一環として、作文を通じ児童に税の意義や役割を正しく理解してもらうために実 

施。徳島税務署管内の小学校３７校から２５９編の応募があり、入選作品は「税の作品展」（徳 

島税務署主催、当会共催）にて展示を行った。特選者については１０月に学校訪問し表彰を行 

い副賞を贈呈した。また本年度より税の絵はがき入賞作品と合同掲載した「小学生の税に関す 

る作品集」を９００部刊行し、各小学校・官公庁に配布した。 

 

１３）税に関する絵はがきコンクール   

（後援）国税庁・（一社）徳島県法人会連合会 

 租税教育活動の一環として小学生の税への関心を高めるため平成２４年度より実施。 

徳島税務署管内の小学校５６校へ応募依頼を行い、１６小学校４１０名から作品の応募があっ 

た。会長賞、女性部会長賞、青年部会長賞、入選を決定し、本年度より入賞作品は「小学生の 

税に関する作品集」の中で、税の作文と共に掲載することとなった。また３月に入賞者を学校 

訪問して記念品と作品集を贈呈した。 

 

 

２．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業（公益事業） 

 

１）平成２７年度税制改正要望書の提出  

１１月１８日（火）徳島市長、市議会議長へ税制改正要望の趣旨を説明し、当会の取り組みに

協力を要請した。１０月１６日（木）開催された法人会全国大会（栃木大会）で「平成２７年度

税制改正に関する提言」が報告され、スローガンが承認された。  

 

２）徳島税務署と青年・女性部会等定期協議会  

   １１月１７日（月）阿波観光ホテル 出席者３０名  

   徳島税務署幹部と青年経営者・女性経営者による租税教育、e-Tax、税制改正等についての意 

見交換会を行った。本年度は主に平成２６年４月からの消費税法改正、改正に伴う経過措置の 

疑問点などについて情報交換が行われた。 

 

 ３）法人会全国大会「栃木大会」 

   １０月１６日（木）栃木県総合文化センター 出席者２１名 

   「平成２７年度税制改正に関する提言」の報告 

   「第４回 こどもっちゃ！商店街」徳山周南法人会（山口県）青年部会（租税教育活動プレ 

ゼンテーションで最優秀賞）による事例発表 

   平成２７年１０月８日（木）開催の第３２回法人会全国大会（徳島大会）に向け、「大会式典 

引継ぎ式」において参加者全員で徳島をアピールした。 

 

４）法人会全国青年の集い「秋田大会」 

   １１月２１日（金）秋田県民会館 出席者２名 

   全国の青年経営者よる税制、財政及び租税教育についての意見交換や情報交換により取りま

とめた参加報告をホームページに掲載。各青年部会の租税教室への取組みや開催されたプレゼ

ンコンクールを参考に、当会青年部会の主力公益事業である「租税教室」活動をより充実させ

るため、講師の育成や指導方法のスキルアップを図った。 

 



 ５）法人会女性フォーラム「香川大会」 

   ４月１０日（木）サンポートホール高松 出席者１６名 

   全国から女性部会員を中心に１，６００人以上が参加し、社会貢献活動や租税教育活動につ

いて情報交換を行った。徳島法人会において女性特有のきめ細やかな取組みによる節電運動や

税の絵はがきコンクールなどは、女性部会の公益事業として確実に定着してきている。ホーム

ページに参加報告を掲載し、さらに地域の社会貢献活動を向上させるため、部会員の資質向上

と女性部会活動の活性化を図る。 

 

３．地域企業の健全な発展に資する事業（公益事業） 

 

１）新入・若手社員のための実務セミナー 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

 ４．１５ 阿波観光 

ホテル 

「～円滑なコミュニケーションがチームの成果につながる～」 

アビリティーセンター(株) 研修インストラクター 小濱 裕子 氏 

６４名 

 

２）経営セミナー・講演会  

開催日 会 場 講 師 出席者数 

 ５．２２ 

 

阿波観光 

ホテル 

「経営者のための怪しい取引先の見抜き方」 

(株)Clearwoods 代表取締役 森 透匡 氏 

３７名 

６． ６ 阿波観光 

ホテル 

「戦国武将たちから学ぶ“事業承継”成功の秘密」 

(株)パスエイド 代表取締役 佐藤 敏彦氏 

５９名 

８．２０ 阿波観光 

ホテル 

「銀座のママに学ぶ人間力・女子力・ビジネス力」 

銀座「クラブ稲葉」ママ (株)白坂企画 代表 白坂 亜紀 氏 

１１６名 

１０． ６ 阿波観光 

ホテル 

「ほんまもんのサービスはこれや！」 

(株)日本旅行 西日本営業本部 担当部長 平田 進也 氏 

６６名 

１０． ９ 阿波観光 

ホテル 

「緊急時における中小企業のリスクマネジメント」 

AIU 損害保険(株) リスクコンサルティング部 部長 高橋 勝 氏 

１８名 

１２． ９ 阿波観光 

ホテル 

「お金が残る会社と残らない会社の違い」 

(株)エフアンドエム 事業部長 山本 龍太 氏 

４５名 

１２．１１ 阿波観光 

ホテル 

「隠された自分の魅力を引き立たせるテクニック講座」 

イメージコンサルタント・カラーコーディネーター 池田 泰美 氏 

４７名 

 １．２７ 阿波観光 

ホテル 

「北海道物産展に学ぶ売れる仕掛けはこの人に聞け！」 

(株)オフィス内田 代表取締役 内田 勝規 氏 

６２名 

 ３． ６ 阿波観光 

ホテル 

「会社・従業員を守る！助成金の上手な活用法」 

横浜リンケージ社労士事務所 代表 蔵中 一浩 氏 

５０名 

 ３．１８ 阿波観光 

ホテル 

「長所を活かして、個性を伸ばせ！～梨田流自己と組織の育成法～」 

プロ野球解説者 梨田 昌孝 氏 

約１３０名 

 ３．１９ 阿波観光 

ホテル 

「最先端医療の現状～ここまで進んだガン治療～」 

医学ジャーナリスト 松井 宏夫 氏 

４３名 

 

３）パソコン講座（iPad・タブレット研修） 

開催日 会 場 講 師 出席者数 

 ６．５ 阿波観光 

ホテル 

「スマートフォン・タブレットのわかりやすい【超】入門講座」 

(株)オリファイ 代表取締役 山田 進一 氏 

４３名 



４．地域社会への貢献を目的とする事業（公益事業）  

 

１）吉野川清掃ボランティア活動  

開催日 場 所 参加者 

４. ５ 四国三郎橋北岸 

下流８００m 

役員、青年・女性部会 

徳島税務署、協力保険会社等 約１５０名 

１１.１５ 四国三郎橋北岸 

下流８００m 

役員、青年・女性部会 

徳島税務署、協力保険会社等 約１５０名 

     ※９月６日（土）開催予定  雨天のため中止。 

 

２）青年部会・女性部会健康セミナー 

 

 女性部会 

開催日 会議名 会 場 講 師 出席者数 

５．２１ 会員交流会議 

研修会 

阿波観光 

ホテル 

「介護が必要になった時の対処法～介護の実態を探る～」 

国際医療福祉大学 医療福祉学部 

特任教授 前川 美智子 氏 

５２名 

 

 ３）女性部会による児童ホームへの慰問活動 

   平成２６年１２月２２日（月）女性部会員３名が徳島児童ホーム（徳島市川内町）を慰問し、 

タオルや文房具、お菓子などの粗品をお渡しした。 

 

４）地域イベントへ参加  

東日本大震災・原発事故に起因した電力供給量の低下への対応として、女性部会において節

電対策「いちごプロジェクト」（家庭における使用電力の１５％削減運動）を継続して実施し

た。８月に阿波おどり演舞場にて節電うちわを配布し、広く節電をＰＲした。 

 

５）「経営者の声」アンケート調査システムの拡大 

法人会全体での拡大を目指して推進、各会員交流会議でパンフレット配布。 

 

 ６）日米親善音楽交流コンサートを開催 

   平成２６年１０月１７日（金）米国空軍太平洋音楽隊―アジアによる演奏を通じ、音楽によ 

る日米親善国際交流を図ることを目的としてコンサートを無料開催した。新聞・市広報・ホ 

ームページ等にて広く周知し、親子連れなど約５００名の来場者があった。 

    

 

５．会員の交流に資するための事業（共益事業） 

 

 １）ブロック研修交流会での会員交流会  出席者２２５名（非会員含む） 

 ２）海外研修視察旅行   平成２７年２月４日～８日  ハワイ  出席者１６名 

 ３）女性部会研修視察旅行 平成２６年１１月７日～８日 宝塚方面 出席者１６名 

 ４）新会員企業交流会   平成２６年１０月２８日（火）新規入会者のつどい 出席者２５名 

 

 



６．会員の福利厚生等に資するための事業（共益事業） 

 

１）経営者大型保障制度の普及推進（大同生命） 案内・周知 

《経営者大型総合保障制度》 (平成２７年３月末日現在) 

 法人会員数     加入企業数     加 入 率 

  ３，８４９社    ６４２社      １６．６％ 

 

２）経営保全プラン（ビジネスガード）の普及推進（ＡＩＵ） 案内・周知  

《ビジネスガード》    ３１７社 (平成２７年３月末日現在) 

 ・任意労災       ２０３社  

 ・賠償、火災、自動車  １１４社  

 

 ３）がん保険・医療保険の普及推進(アフラック） 案内・周知 

《がん保険制度会員加入状況》 (平成２７年３月末日現在) 

 法人会員数     加入企業数     加 入 率 

  ３，８４９社    ４９４社      １２．８３％ 

 

  ４）貸倒保障制度（取引信用保険）の推進（三井住友海上） 案内・周知 

 

５）事業承継サポートシステムの普及推進（三井住友海上） 案内・周知 

  

 

７． 法人会の活動を支援することを目的とする事業（共益事業） 

  

１）組織の強化・充実（会員増強運動） 

 

徳島法人会会員数（平成２６年１２月３１日現在）  ３，８４９ 社  

加入状況  所管法人数 ８，２４６ 社       ４６．７ ％ 

 

入 会        ２４７ 社 

退 会        １４６ 社 

   （内訳） 休業・廃業 ６４社 

 利用していない・メリットなし ２９社 

 営業不振・経費削減 １１社 

 転出 ３社 

 会費未納による整理  ５社 

 所在不明    ７社 

 その他  ２７社 

 

 

 

 

 

 



８．その他（法人の目的を達成するために必要な事業） 

 

 １）諸会議等開催  

  （１）第３回通常総会 

    ・平成２６年６月１６日（月） 会場クレメント徳島 出席者２２５名 

  （２）理事会 

    ・第一回 平成２６年 ５月２０日（火） 会場阿波観光ホテル 出席者４７名 

    ・第二回 平成２６年１０月１０日（金） 会場阿波観光ホテル 出席者４３名 

    ・第三回 平成２７年 ３月２３日（月） 会場阿波観光ホテル 出席者３９名 

  （３）正副会長会議 

    ・平成２７年２月 ２日（月） 会場グラナダ     出席者１５名 

  （４）支部長会 

    ・平成２６年７月２４日（木） 会場サンルート徳島  出席者１４名 

  （５）委員会 

    ・総務・共益事業推進合同委員会 

     平成２６年９月２５日（木） 会場阿波観光ホテル  出席者１３名 

     平成２７年３月 ３日（火） 会場阿波観光ホテル  出席者１３名 

    ・税制・税務委員会 

     平成２６年６月 ６日（金） 会場阿波観光ホテル  出席者 ８名 

    ・広報委員会 

     平成２６年７月１７日（木） 会場阿波観光ホテル  出席者１２名 

  （６）青年部会 

    ・会員交流会議 

     平成２６年５月 ８日（木） 会場昴宿よしの    出席者２５名 

    ・役員会 

     平成２６年４月１８日（金） 会場剣山ホテル    出席者１０名 

    ・報告会 

     平成２６年１２月３日（水） 会場ホテルアストリア 出席者２３名 

    ・租税教室意見交換会 

     平成２７年２月２０日（金） 会場たきち      出席者 ７名 

  （７）女性部会 

    ・会員交流会議 

     平成２６年５月２１日（水） 会場阿波観光ホテル  出席者４０名 

    ・役員会 

     第一回 平成２６年４月２４日（木） 会場阿波観光ホテル 出席者１７名 

     第二回 平成２６年７月２８日（月） 会場阿波観光ホテル 出席者１７名 

  （８）幸優会（優良法人部会） 

    ・会員交流会議 

     平成２６年６月 ６日（金） 会場阿波観光ホテル  出席者２８名 

  （９）関係機関等 

    （一社）徳島県法人会連合会 

    ・第２回通常総会 

     平成２６年６月２３日（月） 会場阿波観光ホテル  出席者１３名 

    ・理事会 

     第一回 平成２６年 ５月２８日（水） 会場阿波観光ホテル 出席者７名 



     第二回 平成２６年１０月 １日（水） 会場阿波観光ホテル 出席者９名 

     第三回 平成２７年 ３月２７日（金） 会場阿波観光ホテル 出席者３９名 

 

四国法人会連合会 

    ・第４２回通常役員総会 

     平成２６年１０月 ７日（火） 会場ＪＲホテルクレメント高松 出席者５名 

 

 

２）法人会全国大会徳島大会の企画立案 

   法人会全国大会徳島大会の中心的単位会として、全国大会の準備を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業報告の附属明細書 

 

 平成２６年度事業報告には、「一般法人法施行規則」第３４条第３項に定められている「事業

報告の内容を補足する重要な事項」がないため、事業報告の附属明細書は作成していない。 

 

                          平成２７年６月 

                            公益社団法人 徳島法人会 

 


